別紙様式１－１　　　　　　　　　　　
平成　22年　7月　16日　　
　農林水産省総合食料局長　殿
（応募者）
名　　称　コールドチェーン高度化開発普及協議会                      　     
代表者氏名　　　　　鈴木　徹   　○
　　　　
平成２２年度農山漁村６次産業化対策事業に係る課題提案書
　農山漁村６次産業化対策事業に係る課題提案書を、別添のとおり関係書類　を添えて提出します。
別紙様式１－２
	受付番号

	


                  課題提案書（応募者に関する事項）
	事業№
	３－（１）－　①

	事業名
	農山漁村６次産業化対策事業、３　技術促進対策事業、（１）農商工等連携促進技術対策、①　全国食品産業技術開発戦略の作成


　
	事業担当者名及び
連絡
先

	団体名：　コールドチェーン高度化開発普及協議会

	
	団体構成者　①(大)東京海洋大学（海洋科学部食品生産科学科）
　　　　　　　　〒108-8477東京都港区港南4-5-7

②(大)東京大学(大学院農学生命科学研究科）
〒113-8657東京都文京区弥生1-1-1


③(社)日本冷凍食品協会

〒103-0024　東京都中央区日本橋小舟町10-6

④(株)日立プラントテクノロジー

〒170-8466東京都豊島区東池袋四丁目5番2号

⑤(株)ダイキンアプライドシステムズ

〒108-0023東京都港区芝浦4-13-23

⑥(社)日本冷凍空調学会

〒160-0008 東京都新宿区三栄町8番地

	
	代表者氏名（ふりがな）鈴木　徹（すずき　とおる）

	
	所属（部署等）東京海洋大学（海洋科学部　食品生産科学科　食品品質設計学講座）

	
	役職　　教授

所在地　〒108-8477東京都港区港南4-5-7

	
	電話番号
	　03-5463-0623
	ＦＡＸ
	　03-5463-0585

	
	E-mail　 toru@kaiyodai.ac.jp

	経理担当者
名及
び
連
絡
先
	氏名　　関田　真澄（せきた　ますみ）

	
	所属　コールドチェーン高度化開発普及協議会　事務局　（(社)日本冷凍空調学会）

	
	役職　　事務局長

	
	電話番号
	03-3359-5231
	ＦＡＸ
	03-3359-5233

	
	E-mail　　masumi.sekita.sg@jsrae.or.jp


	団体概要
本協議会は下図に示す団体から構成され、平成２１年度農林水産省食農連携促進技術対策事業として、平成２２年３月に、社団法人農林水産先端技術産業振興センターから発表された食品産業技術ロードマップの中で提唱されたコールドチェーン標準化・高度化技術の開発・普及を目的に設立されたものであり（設立は平成２２年７月１日）、事業化に向けた技術開発・普及につながる研究計画を作成した上で競争的研究資金等に応募し、基礎研究から実証試験、さらには市場導入テストを経て早期の実用化を図ろうとするものである。

[image: image1.emf]東京大学

ｺｰﾙﾄﾞﾁｪｰﾝ全般に関する技術シーズを保有

ﾀﾞｲｷﾝｱﾌﾟﾗｲﾄﾞｼｽﾃﾑｽﾞ

ｺｰﾙﾄﾞﾁｪｰﾝを構成する設備面のｼｰｽﾞを保有

日立ﾌﾟﾗﾝﾄﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ

ｺｰﾙﾄﾞﾁｪｰﾝを構成する設備面のｼｰｽﾞを保有

日本冷凍食品協会

冷凍ｺｰﾙﾄﾞﾁｪｰﾝに関する産業上のﾆｰｽﾞを保有

東京海洋大学

ｺｰﾙﾄﾞﾁｪｰﾝ全般に関する技術シーズを保有

平成

23

年度以降

競争的研究資金による技術開発と実用化

平成

22

年度実施

事業に向けた技術開発につながる研究計画（＝補助事業成果）

コールドチェーン高度化

開発普及協議会

日本冷凍空調学会

（協議会事務局、開発推進企画：全体調整など）

連携




	過去の類似・関連事業の実績、実施内容等

1)(大)東京海洋大学（海洋科学部　食品生産科学科食品冷凍学研究室）

　東京海洋大学食品冷凍学研究室では、水産物を中心としつつも野菜、氷菓、加工食品の冷凍保存に関して、広範な冷凍によるダメージの解明、防止法等の研究課題に取り組んできた。中でも、凍結・保存・解凍の各プロセスにおける食品の挙動については、過冷却解消予測制御、氷結晶の生成・成長や凍結濃縮層が細胞組織に及ぼす影響から、実食品の各種品質指標（ドリップ量、K値、タンパク質変性、テクスチャー、色、官能試験など）の測定までを一貫して行っている。また冷凍関連機器に関しては、エネルギー使用量まで含めた性能評価に取り組んでいる。さらにライフサイクルアセスメント手法を用いて、各種輸送手段の評価や、食品ロス低減策の提案も行っている。以上の研究実績は、食品の品質と機器の使用エネルギーを統合したコールドチェーンの最適化研究を実施するに当たり、大いに寄与することができる。

2)(社)日本冷凍食品協会

日本冷凍食品協会は、冷凍食品認定制度を設け、冷凍食品の品質管理の向上への取り組みを実施している。さらに大手冷凍食品メーカー各社を集め、商品の物流・保管等冷凍温度帯におけるコールドチェーンにおけるさまざまな要因が冷凍食品の品質に与える影響を調査研究している。また冷凍倉庫、流通業者、店舗などコールドチェーンの構成者と共にコールドチェーンの具体的な課題解決を図っている。そのためコールドチェーンユーザーとしての多大な産業ニーズを有すると共に、関連する物流・小売業者などのステークホルダーとの協働により、コールドチェーンの最適化に寄与することができる。
3)(大)東京大学(大学院農学生命科学研究科農学国際専攻国際情報農学研究室）

東京大学国際情報農学研究室では、食品凍結乾燥の実験的研究や食品凍結プロセスのシミュレーションモデルの開発およびインドネシアの青果物流通市場の施設基本計画に関する研究等に取り組んできた。また、東京大学はインドネシア・ボゴール農科大学を始めとするアジア各国の数多くの農業大学と学術交流協定を締結している。そのため、国内ではコールドチェーンの高度化に係る冷蔵・冷凍設備等を用いた実験的研究に取り組むとともに、海外においては高度化されたコールドチェーン技術の普及可能性に関する国際共同研究を実施することができる。



4)(株)日立プラントテクノロジー
農産物の産地予冷（真空冷却装置、差圧式予冷庫鮮度保持冷蔵庫）、冷凍冷蔵設備（-80℃の超低温、冷凍、冷蔵）、配送設備など、食品が生産されてから消費されるまで、コールドチェーン全体の設計・施行をトータルに提案できる総合エンジニアリング会社である。冷凍・冷蔵を問わず、コールドチェーン高度化に必要な設備に関して十分な技術シーズを持つと共に、コールドチェーンを構成する機器メーカーとして産業ニーズを有する。
5)(株)ダイキンアプライドシステムズ

保管需要の変化に応じて冷蔵用･冷凍用を自由に切り替えられる保冷倉庫、生卵の長期貯蔵用に庫内温度・湿度80%～90%(可変)設定が可能な大規模倉庫、米穀低温倉庫、食肉屠場の屠体冷却など、さまざまな食品の特性に合わせた最適な保管方法に関して、設計・施工・メンテナンスまでの一貫したサービスを提供できるトータルエンジニアリング会社である。冷凍・冷蔵を問わず、コールドチェーン高度化に必要な設備に関して十分な技術シーズを持つと共に、コールドチェーンを構成する機器メーカーとして産業ニーズを有する。
6)(社)日本冷凍空調学会

　食品の冷凍技術発展のために設立された日本冷凍協会を母体として空調技術も含めた学会として、関連業界が必要とする調査テーマや解明を要する研究課題が出現したとき，産学官協同による調査研究および試験研究を推進するため,常設の技術分科会を9分野に設置している｡食品技術分科会においては2006年～2009年まで産官学の専門家により研究チームを結成し，食品の凍結過程に対する磁場・電場・凍結温度の影響を調査・研究し、科学的根拠に基づく見解を示した。コールドチェーンに関しても学会内に産官学の専門家を有し､協議会事務局として全体調整を行うのに十分な能力を有する。


	事業担当者の業績等
· (株)日立プラントテクノロジーの会社概要（添付資料参照）

· (株)ダイキンアプライドシステムズの会社概要（添付資料参照）


· 東京海洋大学海洋科学部　食品生産科学科　食品品質設計学講座　
食品冷凍学研究室教授　鈴木徹の関連分野の研究業績抜粋

1 鈴木徹, 竹内友里, 益田和徳, 渡辺学, 白樫了, 福田裕, 鶴田隆治, 山本和貴, 古賀信光, 比留間直也, 一岡 順, 高井 皓,「食品凍結中に磁場が及ぼす効果の実験的検証」,日本冷凍空調学会論文集, 26(4)，1-16 (2009)
2 酒井梨鈴，渡辺学，鈴木徹，「蓄養マグロ流通における環境負荷　－冷凍マグロ（海上輸送）と冷蔵マグロ（航空輸送）の比較－」，日本冷凍空調学会論文集，24（3），167-172 (2007)

3 村上菜摘，渡辺学，鈴木徹，「数値計算による凍結マグロ解凍中の品質変化の予測Ⅰ―メト化進行度について―」，日本冷凍空調学会論文集，26（2），407-422 (2009)

4 小城陽子，渡辺学，高井陸雄，萩原知明，鈴木徹，「凍結食品中の氷結晶粒の形態変化と凝集プロセスのフラクタルによる評価」，日本冷凍空調学会論文集，23(3）, 299-304 (2006)
5 Hiroko Ando , Mika Fukuoka , Osato Miyawaki , Manabu Watanabe  and Toru Suzuki, PFG-NMR study for evaluation of freezing damage in onion tissue, Biosci. Biotechnol. Biochem., 73(6),1257-1261 (2009)
6 安藤寛子,福岡美香,宮脇長人,鈴木徹, 凍結･解凍による食品ダメージ程度のNMRによる評価,日本冷凍空調学会論文集, (23)3, 305-312 (2006)
7 Chotika Viriyarattanasaka, Shingo Matsukawaa, Naoko Hamada-Satob, Manabu Watanabea and Toru Suzuk, Quantitative Measurement of Metmyoglobin in Tuna Flesh via Electron Paramagnetic Resonance, Food chemistry, 111, 1050-1056 (2008)
8 Norihito Kimizuka, Chotika Viriyarattanasak, Toru Suzuki, Ice nucleation and supercooling behavior of polymer aqueous solutions, Cryobiology, 56, 80-87 (2007)
9 Norihito Kimizuka, Toru Suzuki, Supercooling behavior in aqueous solutions, J. Phys. Chem., B111,　2268-2273 (2007)

· 東京大学大学院農学生命科学研究科　農学国際専攻 国際開発環境学講座

 国際情報農学研究室講師荒木徹也の関連分野の研究業績抜粋
1 古山龍哉、荒木徹也、相良泰行：ジャカルタ市青果物中央卸売市場の再整備計画に関する研究-搬入許容量モデルによる事業実施効果の予測―、農業施設、37(3)、107-113(2006)

2 Reiko Ueda, Tetsuya Araki, Yasuyuki Sagara, Gakuro Ikeda, Chiaki Sano, Industrial sensory evaluation for developing ready-to-eat cup-soup product based on food kansei model, Food Sci. Technol. Res., 14(3), 293-300 (2008)
3 荒木徹也,白樫了,生体・食品の凍結プロセスシュミレーションモデルの開発,冷凍, 78(791), 59-63 (2002)
4 荒木徹也,相良泰行,食品用凍結乾燥装置と操作技術の開発動向,冷凍, 83(972), 732-737 (2008)
5  Tetsuya Araki, Yasuyuki Sagara, Kamaruddin A. and Tambunan, A. H.: Transport Properties of Cellular Food Materials Undergoing Freeze-drying, Drying Technology 19(2), 297-312 (2001) 
· 
1 
2 
3 
4 
5 
· 





· (社)日本冷凍食品協会ＣＳ（Customer Satisfaction：顧客満足）研究会は、大手冷凍食品メーカー各社で構成され、冷凍食品を実際に利用いただいたお客様からの商品へのご指摘、ご意見をテーマに研究、情報共有をしている。その中から、「物流・保管等コールドチェーンに起因すると思われる商品の品質劣化やダメージ」に関するご指摘・ご意見に特に注目し、冷凍食品メーカーで共有化することにより、冷凍食品の顧客満足度向上に努めている。また単に冷凍食品製造メーカーだけで無く、物流・保管工程の影響度の確認、お客様の冷凍食品の正しい取り扱いに対する啓蒙も行い、関係する物流・小売業者、さらには消費者との協働により、コールドチェーンの高度化に努めている。

· （社）日本冷凍空調学会食品技術分科会は、食品冷凍に関する産官学の専門家により研究チームを結成し，食品の凍結過程に関して磁場印加・電場の過冷却状態への影響の有無を確認し、科学的根拠に基づく見解を示す為に調査・研究を行った. （学会概要は添付資料参照）

	重複申請の有無　　　有・無
　※　有の場合は、申請中の応募事業名及び事業概要を記入してください。

	　今年度既に採択が決定及び実施している事業があれば、事業名及び事業概要を記入してください。
無し




別紙様式１－３
課題提案書（取組内容に関する事項）
	１　事業内容
本提案は、食品産業技術ロードマップの中で提唱された技術課題「鮮度保持・日持ち向上による廃棄物削減」に対する提案のひとつである「コールドチェーン技術の高度化と標準化」による食品廃棄量の大幅削減を達成するための技術開発研究計画の具体化案作成に関するものである。かかる研究計画作成をもって、競争的研究資金等へ応募獲得の上で、基礎研究から実証試験を経て、食品廃棄を抑制する省エネルギー型次世代コールドチェーンシステムの実用化を図ろうとするものである。
　コールドチェーンの普及・高度化は過去においても産業発展に大きく寄与してきた。1965年当時の「コールドチェーン勧告」がその後の１兆円に迫る調理冷凍食品産業の発達につながった。また超低温凍結技術開発が1970年代マグロの刺身用としての消費拡大につながったことなどもその一例である。その後の社会情勢の変化により、廃棄物の削減とCO2削減・省エネが我が国の食品産業技術に求められている大きな社会的要請事項となった。2007年農林水産省官房統計によると、小売店などで生じる「可食でありながら賞味期限切れや品質低下による製品廃棄量」は年間125万t（年間食品廃棄物の11%）にのぼり、大半は常温もしくはチルド流通保管食品である。これらを廃棄処理せず有効利用する現実的な手法は低温を有効に利用した日持ち向上技術にある。特に冷凍技術はシェルフライフを飛躍的に延長可能としロスの大幅な削減が期待できる。原理的に-18℃の冷凍状態では、食品が品質劣化するまで約1年間の許容時間をもつ。一方で食品を低温に維持するためのエネルギー増大が懸念される。すなわち、次世代のコールドチェーンは、食品の品質向上と、環境負荷の低減を両立させなくてはならない。
　次世代コールドチェーン確立のためにはまず、各種食品の品質劣化特性を考慮した、最適コールドチェーンの設計手法を提案したい。ただし、どれほど食品が高品質で製造・流通されたとしても、凍結・解凍行程が悪ければ全く意味が無い。凍結、解凍方法まで含めたライフサイクルでの、理想的なコールドチェーンの設計手法が求められる。
　次に食品の品質に基づいた、各種機器の性能評価手法の確立を目指す。すなわち、機器の性能が過剰であればエネルギーロスが、逆に不足しておれば食品ロスが生まれる。機器の性能を正確に評価することで、このようなロスを低減することができる。　　　　

本提案は、食品ロス削減と省エネの両立という課題に対して、技術シーズとしてのコールドチェーン関連技術を有する研究機関と、産業ニーズとしてより高度な次世代コールドチェーンの実現を期待する利用者が連携しながら新しい展開策を打ち出そうとするものである。具体的には、食品産業技術ロードマップの中で提唱された「コールドチェーン標準化・高度化」にかかる技術課題を解決し早期の開発・普及を目的とするものである。コールドチェーン高度化普及が完成すれば、我が国における普及にとどまらず、広く世界の標準技術として認定されていくことが期待され、波及効果は極めて大きい。
　本課題は、技術シーズと産業ニーズを勘案の上、産学連携して組織化した「コールドチェーン高度化開発普及協議会」を母体として提案するものであるが　将来的には、協議会の拡大をはかりながら、業界あげての取り組みとなるよう配慮していく考えである。平成２２年度の実施提案内容は以下の通りである。　

1） 研究開発課題の明確化
　複数回の会議・ワークショップ開催および既往の文献調査・資料収集を通して、コールドチェーンをフードシステムとして捉え、その全体を高度化・最適化する上で隘路となっている技術的な研究開発課題を特定するとともに、これらの課題の解決に向けて必要となる研究開発アプローチを明確化する。コールドチェーンの最適化を実現するには、何よりもまず温度帯の相違が流通する食品の品質変化に及ぼす影響に注意を払うことが必要であるため､
　本提案課題では2つの温度帯、すなわち冷凍温度帯と冷蔵温度帯の両者におけるコールドチェーン技術の普及に関する現状と問題点および技術シーズと産業シーズを、SWOT分析やロジックツリーによる問題分析、さらにはプロジェクト・サイクル・マネジメント（PCM; Project Cycle Management）手法を用いたワークショップの作業を通して体系的に整理する。PCM手法は①関係者分析、②問題分析、③目的分析、④プロジェクト実施範囲の特定、⑤プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM; Project Design Matrix）の作成の５つのステップからなるプロジェクト計画立案手法であり、政府開発援助プロジェクト等では実施前段階で標準的に採用されている手法である。
　具体的な研究開発課題として、冷凍温度帯のコールドチェーンに関しては、食品産業技術ロードマップ集、「鮮度保持・日持ち向上による廃棄物削減（コールドチェーン技術の標準化）」に示された以下の研究開発課題①・②について研究課題の明確化を行う。また食品産業技術ロードマップ集においては冷蔵温度帯についての記載は無いが、農産物のコールドチェーンの大半は冷蔵温度帯であり、同様に品質評価手法、機器性能評価法の確立が必要である。そのため冷凍温度帯と同様に研究課題③・④について研究課題の明確化を行う。
研究開発課題①凍結保存食品の品質評価手法の確立
　一般消費者、流通関係者からは、いったん凍結された食品は、未凍結食品より品質的に劣ると見られることが多い。しかし、この見解は必ずしも正しくなく、逆に優れるものさえ出現しているまた、凍結食品は保存期間が長くとも、ほとんど品質変化を起こさないものであるが、通常の食品と同等の実質賞味期限が設定されるのが通例である。このような誤解と無駄が生ずる原因は、「凍結された食品の科学的品質評価技術が確立されていないこと、さらに「官能評価および理化学的品質評価手法に根拠を置く賞味期限の科学的設定法が欠落している」ためである。凍結食品の代表的な品質評価手法としては①食品内氷結晶形態把握手法、②解凍時ドリップ流出量測定、③表面の色・光沢・透明度・乾燥度等外観を支配する表面の評価手法などがある。これらは古くから経験的に利用されてきたが、①は特に測定が煩雑で評価に数ヶ月を要する。②は研究者、技術者により手法が異なり、対象とする食品種によっても多様な方法が用いられており、一般性がない。③は重要でもあるにかかわらず、ほとんど科学的な機器測定が試みてこられなかった。
　しかし、東京海洋大学食品冷凍学研究室は従来から凍結食品内氷結晶測定手法の開発に取り組んでおり、これを発展させた手法として、ごく短時間で氷結晶組織測定を可能とする低温マイクロフォーカスＸ線ＣＴ、マイクロイメージングＮＭＲ法などを食品素材に適用する試みを行っている。また、ドリップ測定に変わる食品内水の動態測定法としてＮＭＲ、誘電率の利用可能性を示しつつある1）2)。また凍結したままの肉色測定法としてＥＳＲの利用法を確立してきた3)。さらに、協議会メンバーでもある食品総合研究所計測情報工学ユニットでは分光測定をもとに表面状態の分析手法に幅を広げつつある。
　このように、これまで困難、煩雑とされてきた凍結食品の品質評価手法の技術シーズの芽が育ちつつある。本協議会では、それらの実用的標準化に当たっての技術的、コスト的問題点をユーザーサイドからの意見も取り入れ次年度の技術開発計画を作成する。
1）Hiroko Ando , Mika Fukuoka , Osato Miyawaki , Manabu Watanabe  and Toru Suzuki, PFG-NMR study for evaluation of freezing damage in onion tissue ,Biosci. Biotechnol. Biochem 73(6),1257-1261 (2009) 

2) 安藤寛子,福岡美香,宮脇長人,鈴木徹, 凍結･解凍による食品ダメージ程度のNMRによる評価,日本冷凍空調学会論文集, (23)3, 305-312 (2006) 

3）Chotika Viriyarattanasaka, Shingo Matsukawaa, Naoko Hamada-Satob, Manabu Watanabea and Toru Suzuk, Quantitative Measurement of Metmyoglobin in Tuna Flesh via Electron Paramagnetic Resonance, Food chemistry, 111, 1050-1056 (2008)
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研究開発課題②食品凍結関連機器の性能評価法の確立
従来、食品凍結装置、および冷凍貯蔵装置の省エネルギー化、高性能化を求めさまざまな開発が行われてきた。しかしそれらを正当に評価する手法が乏しかった。冷却性能を評価するに当たって、工業素材、水等を用い伝熱効率、エネルギー効率を性能とするまでは、理論的に整合性があるが、実際の食品素材を用いて凍結曲線（冷却時の中心温度の時間的推移）を示し、その性能を議論するに当たっては、多くの誤差が入り込み性能差を断定できない状況にある。そのため、新たな装置開発において基準を欠き、混乱をもたらしている。その理由は食品材料の形態、組織構造の複雑性等に起因するが、協議会メンバーである日本冷凍空調学会、東京海洋大学では、それら問題点を払拭する種々の食品における極めて精度の高い再現性の得られる凍結曲線測定技術を確立し、磁場印加凍結の効果判別に利用してきた1)。
　また、様々な装置の比較を行う上で、公的な基準としての標準凍結食品試料の開発が必要とされる。これまで、同様の試みが行われてきたものの、肉を対象としたモデル試料などの、特殊用途に限定されており、水分含量を変化させた試料など用途に応じた標準品の開発が求められる。東京海洋大学食品冷凍研究室では、モデル食品としてシリコン油に水溶液を分散させた試料を用いて過冷却研究を行い再現性のあるデータが得られることを実証してきた2）3）。凍結装置関連の性能評価標準化に必要な技術シーズとしては上記のような基礎技術が確立されつつある。本協議会では、それらの実用的標準化のための技術的、コスト的問題点をユーザーサイドからの意見も取り入れ次年度の技術開発計画を作成する。
1）鈴木 徹, 竹内友里, 益田和徳, 渡辺 学, 白樫 了, 福田 裕, 鶴田隆治, 山本和貴, 古賀信光, 比留間直也,  一岡 順, 高井 皓、食品凍結中に磁場が及ぼす効果の実験的検証, 日本冷凍空調学会論文集26(4), 1-16（2009）

2) Norihito Kimizuka, Chotika VIRIYARATTANASAK, Toru Suzuki, Ice Nucleation and Supercooling Behavior of Polymer Aqueous Solutions, Cryobiology, 56, 80-87　(2007)

3）Norihito Kimizuka, Toru Suzuki, Supercooling Behavior in Aqueous Solutions, J  Phys. Chem., B111,　2268-2273 (2007)
研究開発課題③冷蔵保存食品の品質評価技術の確立

　本課題においては、チルド温度帯で流通している冷蔵保存食品の内部品質を評価するために物理化学的特性を測定すると同時に官能評価試験を実施し、両者の相互関連性を検討することにより、冷蔵保存食品の品質評価技術の確立を目指す。具体的な測定手法としては、食品の香りについてはGas Chromatography / Olfactometry (GC/O)を、テクスチャーについては動的粘弾性測定装置やクリープメータ等の粘弾性測定装置、および蛍光顕微鏡や電子顕微鏡といった内部構造観察手法を用いる。他方、官能評価については専門パネルと消費者パネルの双方を活用した7点尺度法による試験を実施する。

研究開発課題④冷却、保冷装置の性能評価法の確立

　本課題においては、冷却および保冷装置の性能評価法を確立するために、装置性能を主に①工学的性能、②経済的性能、および③低環境負荷的性能の三種類に分類した上で、それぞれの性能についての評価法の確立を目指す。具体的には、予冷装置としての真空冷却装置や差圧通風冷却装置、また青果物冷蔵流通の輸送経路を支える冷蔵車を評価対象とし、工学的性能については青果物の冷却速度を、経済的性能については装置の初期費用ならびに運転費用を、そして低環境負荷的性能についてはエネルギー消費量およびCO2排出量を、それぞれ評価指標とする。これらの評価指標が定量化された後に、最終的には三種類の性能に対する重み係数を導入し、評価者の多様なニーズに対応可能な冷却および保冷装置の性能評価法を確立することを目指す。
2） 研究計画の作成
 前項１）で明確化された研究開発課題および作成されたプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）をもとに、次年度以降の詳細な研究計画を作成する。
3） 

	２　実施方法
１）協議会の運営
コールドチェーン高度化開発普及協議会は(株)日立プラントテクノロジー、(株)ダイキンアプライドシステムズ、東京海洋大学、東京大学、(社)日本冷凍食品協会、(社)日本冷凍空調学会の７者から構成される。東京海洋大学教授鈴木徹を代表者とし、事務局は(社)日本冷凍空調学会に設置する。研究計画作成方針を定めた上で、下記技術専門委員会の委員を選任・委嘱し、委員会が提案する研究計画の承認を行うものとする。尚、本協議会の規約は添付資料として示した通りである。
２）技術専門委員会の設置：事業化に向けた技術開発につながる研究計画の作成
協議会の下に、本協議会構成メンバー各団体ならびに外部のエキスパートからなる技術専門委員会を組織し、会合を重ねながら、以下のとおり、研究開発課題と市場開発課題の明確化をはかり、技術シーズと消費者ニーズが合致したコールドチェーンの課題を設定の上、事業化に向けた研究計画を提案する。最終的には、協議会における議論を経て承認の可否を問い、正式な研究計画とする。
1） 研究開発課題および市場開発課題の明確化
1 コールドチェーンを構成する設備に関する特許を含む技術情報調査

2 コールドチェーンを構成するステークホルダーへのヒヤリングの実施
3 調査ならびにヒヤリング結果の整理と解析
4 研究開発課題の抽出、整理、理想のコールドチェーン像作成

5 温度帯別にコールドチェーンが有する課題の明確化

6 流通する食品の種類によるコールドチェーンの課題の明確化


2） 研究計画の作成
1 基礎研究計画
・温度帯・食品ごとのコールドチェーンのボトムネックの検証
・食品品質向上と環境負荷低減を最適化した凍結条件設定
・環境負荷低減の観点からみた、コールドチェーンの最適化条件設定
2 実用化試験計画
・コールドチェーンのボトムネック回避のためのコールドチェーン機　

器の基本設計実施
・凍結・保管条件変更による環境負荷低減効果予測、品質向上効果予測
・環境負荷低減を組み入れた、青果ネットカタログ（SEICA）に代わる新たな
　青果流通システムの基礎設計実施


	３　実施体制
　実施体制図
　（連携又は委託を行う団体がある場合は、その名称、概要及び事務処理体系）
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技術専門委員会
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日本冷凍空調学会

（事務局）

事業化に向けた技術開発につながる研究計画

（平成
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年度以降実施し、技術完成＝実用化）

基礎研究開発課題の整理

温度帯・食品ごとのｺｰﾙﾄﾞﾁｪｰﾝのﾎﾞﾄﾑﾈｯｸの検証

食品品質向上と環境負荷低減を最適化した凍結条件設定

環境負荷低減の観点からみた、コールドチェーンの最適化条件設定

市場導入に向けた課題の抽出

ｺｰﾙﾄﾞﾁｪｰﾝのﾎﾞﾄﾑﾈｯｸ回避のためのｺｰﾙﾄﾞﾁｪｰﾝ機器の基本設計実施

凍結・保管条件変更による環境負荷低減効果予測、品質向上効果予測

環境負荷低減を組み入れた新たな青果流通ｼｽﾃﾑの基礎設計



＜外部から招聘する技術専門委員候補：＞
1 東京海洋大学　流通系　兵藤教授
工学的な見地からのロジスチック研究の第一人者、運輸系民間企業との関係も深く、流通面からコールドチェーンに関するアドバイスが期待できる。
②　東京海洋大学　日佐教授
　スーパー・コープといった民間小売企業との関係が深く、小売面からのコールドチェーンに関するアドバイスが期待できる。

　























　
		８月～９月
	１０月～１２月
	1月～3月

	協議会役員会
	○第１回役員会開催（目的確認、専門委員選任・委嘱）
　　　　　　　　　　　　○第２回役員会開催（進捗報告、討議）　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○第３回役員会開催
（研究計画承認）

	技術専門委員会
	　　○第１回委員会開催
　　　　　　　→○第２回
　　　　　　　　　　　　　→○第３回（役員会と合同開催）
　　　　　　　　　　　　　　　　　→○第４回
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→○第５回
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○第６回（役員会と合同開催）

	調査など
	○業務開始（技術専門委員会委員）　　　　　　　

	成果の取りまとめ
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　研究計画書作成
セミナー開催


	４　実施スケジュール
５　事業成果・効果
　本課題は、技術シーズとして冷凍温度帯および冷蔵温度帯における食品流通に関する基礎研究の実績を有する大学および独法研究機関と、新たに高度化することになるコールドチェーン技術を応用した冷凍・冷蔵施設および機械設備の開発への産業ニーズを有する複数の民間企業、そして産学官の学術専門家の集合体である日本冷凍空調学会のコーディネーションにより、新たな連携母体として組織化した「コールドチェーン高度化開発普及協議会」からの提案であり、このような形の取組は今後の食品オープンイノベーションのモデルになり得る。

　また、本提案は新技術による高度化したコールドチェーンの確立ならびに市場導入に関わるものであり、食品の廃棄ロス低減と品質向上の両立を確保していくための重要な手段になり得る。本事業のビジネス展開策として、先ずは基礎的研究・実用化試験実績を積み上げた後、コールドチェーンのデファクトスタンダードを作るものである。また基礎的研究の中で得られた設備能力・食品品質の測定法については、ロードマップでも指摘されているように公定法（標準法）としての採用を狙うものとする。また、各種食品の品質劣化特性を考慮し、凍結、解凍方法まで含めたライフサイクルでの、理想的なコールドチェーンの設計手法が開発されれば、我が国における普及にとどまらず、広く世界の標準技術として認定されていくことが期待され、波及効果は極めて大きいものとなる。さらに、本事業の終了後は、凍結食品および冷蔵保存食品の品質評価手法の開発、あるいは凍結装置および冷却・保冷装置関連の性能評価標準化といった明確化された研究開発課題について、これらの実用的標準化に当たっての技術的、コスト的問題点をユーザーサイドからの意見も取り入れて作成された研究計画（プロジェクト・デザイン・マトリックス）をもとに競争的研究資金の獲得を試みることにより、課題の早期実現が期待される。

団体構成者ごとの個別の成果としては、東京海洋大学はコールドチェーン高度化にふさわしい評価手法を確立する。具体的には、食品の品質に基づいた、各種機器の性能評価手法を確立する。すなわち、機器の性能が過剰であればエネルギーロスが、逆に不足しておれば食品ロスが生まれる。機器の性能を正確に評価することで、このようなロスを低減することができる。
　日本冷凍食品協会は高度なコールドチェーンが築かれることを通じてより高品質の食品を省資源（＝低価格）で消費者に提供することができる。
　日立プラントテクノロジーおよびダイキンアプライドシステムズはトータルエンジニアリング会社として、コールドチェーンの高度化にふさわしいコールドチェーン構成設備を開発・販売することにより、コールドチェーンの高度化に寄与することができる。
　東京大学はインドネシア・ボゴール農科大学を始めとするアジア各国の数多くの農業大学と学術交流協定を締結していることから、国内ではコールドチェーンの高度化に係る冷蔵・冷凍設備等を用いた実験的研究に取り組むとともに、海外においては高度化されたコールドチェーン技術の普及可能性に関する国際共同研究を実施することが期待される。



	６　事業成果・効果の検証方法
1） 本提案に基づく研究開発計画をもとにした競争的研究資金獲得への応募
2） 知的財産としての特許、もしくは実用新案、商標などの申請・登録



別紙様式１－４
経　費　内　訳　書
　
                                                                 （単位：千円）
	区　　分
	
	備　考

	
	事 業 費
	国庫補助金
	自己負担
	その他
	

	１農商工連携促進技術対策
（１）産業ニーズ・技術シーズを有する者の連携による技術開発等に関する計画作成
	
	
	
	
	

	ア　協議会運営費
	479
	479
	0
	0
	

	　　　謝金（協議会委員）

　　　消耗品費
　　　通信運搬費
　　　会議費
　　　会場借料

	273
50

50

16

90


	273

50

50

16

90


	0

0

0

0

0


	0

0

0

0

0


	3回x13名x@7,000

コピー紙、文具等
電話、FAX、郵便他
13名x3回x@400

3回x@30,000



	イ　技術専門委員会開催費
	806
	806
	0
	0
	

	謝金（技術専門委員）

謝金（協議会委員）
　　　旅費・交通費
　　　消耗品費
　　　通信運搬費
　　　会議費
会場借料

	267

273

60

50

50

16

90


	267

273

60

50

50

16

90


	0
0

0

0

0

0


	0
0

0

0

0

0


	3名x4回x@22,222

13名x3回x@7,000

3名x4回x@5,000

コピー紙、文具等
電話、FAX、郵便他
13名x3回x@400

3回x@30,000


	ゥ　調査・ヒヤリング経費
	950
	950
	0
	0
	

	旅費・交通費
　　　調査費

	500

450


	500

450


	0

0


	0

0


	特許調査は一部外注

	エ　推進経費
	950
	950
	0
	0
	企画・コーディネーション他

	
	
	
	
	
	

	ォ　事務経費
	319
	319
	0
	0
	

	計
	3,504
	3,504
	0
	0
	


　（注）・備考欄には、経費積算の根拠を記載してください。
       ・補助金の交付決定前に支出される経費は、自己負担となります。
 　　　・事業の一部を他の民間団体に委託する場合は、該当部分の経費が分かるように記載してください。
       ・謝金及び賃金については、その単価等が分かる資料を添付してください。
　　　　　　　　　　
経費の必要性と当該事業との関連性
	区　　分
	必　要　性　及　び　関　連　性

	協議会運営費
	事業の基本方針を定めた上で、研究計画作成を担う技術専門委員会の委員を選任・委嘱し、委員会が提案する研究計画を承認していくために３回の会合を予定。その開催準備、資料作成、通信、会議費、旅費交通費等が使途

	技術専門委員会開催費
	研究計画作成を担う技術専門委員会（委員13名、６回開催予定）の開催準備、資料作成、通信、会議費、旅費交通費、謝金等が使途。

	調査・ヒヤリング経費
	研究開発課題や市場開発課題を明確化するための調査・ヒヤリングに要する旅費交通費・通信費。

	推進経費
	事務局として全体企画の上、協議会と技術専門委員会運営をコーディネートし外部連携先との折衝などを行う
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